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第１章 経営戦略策定の趣旨と概要 

１-１ 経営戦略策定の趣旨 

神河町（以下、本町という。）下水道事業は、町民の安全で衛生的な暮らしを支える下水道

事業を、将来にわたり安定的に継続していくための中長期的な経営の基本計画として、平成 29

年 1 月に「神河町下水道事業経営戦略」を策定しました。前回の経営戦略策定から 5 年が経過

し、下水道事業を取り巻く経営環境の変化に応じて、投資計画についても見直しが必要となっ

てきたところです。そのため、事後検証の結果も踏まえて、今後も財政基盤を強化し、住民の

安全で衛生的な暮らしを支える下水道サービスを維持し続けていくために、経営戦略の見直し

を行い、ここに「神河町下水道事業経営戦略 令和 3 年度改定版」を策定いたしました。 

 

１-２ 位置づけ 

本町では、まちづくりの最上位計画として、長期的・計画的・効率的な行政運営の指針となる

「第 2 次神河町長期総合計画」（平成 31 年 3 月）を策定し、この総合計画を基軸に政策の展開

を図っています。 

下水道事業では、総合計画で示した基本目標を達成するための取り組み方針を具現化するた

めの個別計画のひとつとして、「神河町下水道施設統廃合計画」を策定しました。本経営戦略は、

この統廃合計画を反映した、中長期的な事業運営の方針を示す経営の基本計画として位置づけ、

下水道関連施策の方針を定めるものです。(図表 1.1) 

なお、本経営戦略は、総務省による「『経営戦略』の策定・改定の更なる推進について」（平

成 31 年 3 月 29 日付け総財公第 45 号、総財営第 34 号、総財準第 52 号、総務省自治財政局公営

企業課長、同公営企業経営室長、同準公営企業室長通知）において策定を要請されている「経営

戦略」として記載すべき内容を踏まえたものとなっています。 
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【図表 1.1  経営戦略の位置づけ】 

 

 

１-３ 計画期間 

本経営戦略は、下水道事業会計〔特定環境保全公共下水道事業1(以下、略称は特環とする。)、

農業集落排水事業2(以下、略称は農集とする。)及びコミュニティプラント整備事業3(以下、略称

はコミプラとする。)〕を対象とし、計画期間は、10 年間（令和 4 年度から令和 13 年度まで）

とします。 

  

 
1 公共下水道のうち市街化区域以外の区域において設置されるもの。 

2 農業用用排水の水質保全に寄与するため、農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水、汚泥又は雨水

を処理する施設。 

3 地方団体、公社、公団等の公的機関、民間開発者の開発行為による住宅団地等に設置されるし尿と家庭

雑排水を処理する施設のうち環境省所管の地域し尿処理施設整備事業により設置されるもの。 
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第２章 事業概要 

２-１ 神河町の汚水処理について 

本町は、兵庫県のほぼ中央に位置する

ハート型のまちです（図表 2.1）。平成 17

年 11 月 7 日に神崎町と大河内町が合併

し、神河町が誕生しました。 

北部は、朝来市、東部は多可町、南

部は市川町、姫路市、西部は宍粟市

と接しており、播磨と但馬を結ぶ、歴史

ある地域として発展してきました。 

面積は、202.23 平方キロメートルで、

その 8 割を山林が占めており、千町ケ峰

を筆頭に、千ケ峰・暁晴山など、1,000m

級の山々に囲まれています。一方、平野

部分においては、小田原川、市川、越知

川といった河川沿いに集落が点在してい

ます。 

このような自然豊かな環境下において、本町では、まちの健全な発展及び環境衛生の向上を図

るとともに、公共用水域の水質保全に資するため、地域の特性に応じ、特定環境保全公共下水道、

農業集落排水施設、及びコミュニティプラントの整備を進めてまいりました。令和 2 年度末現

在、本町下水道事業の管理による下水道の人口普及率4は 90.9％となっています。このほか、下

水道の整備が及んでいない地域においては、合併処理浄化槽5により汚水を処理しており、これ

を合わせた町全体の水洗化率6は 98.9％となっています。(図表 2.2、2.3) 

  

 
4 人口普及率＝処理区域内人口÷行政区域内人口(住民基本台帳人口) 

5 下水道のない地域で水洗便所を使用する場合、汚水を浄化して河川等に放出するための施設であり、し

尿と生活雑排水を同時に処理する施設を合併処理浄化槽という。 

6 水洗化率＝水洗化人口÷行政区域内人口(住民基本台帳人口) 

【図表 2.1 神河町の位置】 

http://www.city.asago.hyogo.jp/
http://www.takacho.jp/
http://www.town.ichikawa.lg.jp/forms/top/top.aspx
http://www.city.himeji.hyogo.jp/
http://www.city.shiso.lg.jp/
http://www.city.shiso.lg.jp/
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【図表 2.2 神河町の汚水処理】 

 

 

【図表 2.3 水洗化率（令和 3年 3月末現在】 

  

その他
1.1%

特定環境保全公共

下水道
54.0%

農業集落排水施設
24.9%

コミュニティプラント
11.0%

合併処理浄化槽
9.0%

水洗化率

98.9％
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２-２ 事業の現況 

２-２-１ 事業概要 

各事業の概要は次のとおりです（図表 2.4）。 

 

【図表 2.4 各事業の概要（令和 3年 3月末現在）】 

 特定環境保全 

公共下水道事業 

農業集落排水事業 コミュニティ 

プラント整備事業 

供用開始年度 

(供用開始後年数) 

平成 9 年度 

（供用開始後 24 年） 

平成 3 年度 

（供用開始後 30 年） 

平成 2 年度 

（供用開始後 31 年） 

法適・非適の区分 
法適用（一部適用） 

※平成 14 年度から地方公営企業法の財務規定等を適用 

計画区域面積 449.0ha 171.3ha 62.0ha 

計画処理人口 8,100 人 5,550 人 2,587 人 

処理区域内人口密度 13.4 人/ha 16.1 人/ha 19.8 人/ha 

流域下水道等 

への接続の有無 

無し   

処理区数 

3（粟賀南部処理区、大

山処理区、大河内処理

区） 

5（神崎第１処理区、福

本処理区、南小田処理

区、川上処理区、本村

処理区） 

4（神崎コミュニティ

ー・プラント、上小田

処理区、栗処理区、大

川原処理区） 

処理場数 

3（粟賀南部浄化センタ

ー、大山浄化センタ

ー、大河内浄化センタ

ー） 

5（神崎第 1 処理施設、

福本処理施設、南小田処

理施設、川上処理施設、

本村処理施設） 

4（神崎コミュニティ

ー・プラント、上小田

処理施設、栗処理施

設、大川原処理施設） 

広域化7・共同化8・ 

最適化9の実施状況 

令和 3 年 4 月に南小田処理区を大河内処理区に

統合した。 

該当なし 

 

 
7 他の自治体との事業統合や流域下水道への接続を指す。 

8 複数の自治体で共同して使用する施設の建設、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する

施設の整備、事務の一部を共同して管理・執行する場合を指す。 

9 ①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に

応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わな

い）を指す。 
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２-２-２ 施設 

 本町が所有し、維持管理を行う下水道施設・設備等は、次の表のとおりです（図表 2.5）。 

 

【図表 2.5 主な下水道施設・設備等（令和 3年 3月末現在）】 

事業区分 施設 数量 

特定環境保全 

公共下水道事業 

処理場 3 箇所 

管路施設 

管渠 100km 

マンホールポンプ 37 箇所 

農業集落排水事業 

処理場 5 箇所 

管路施設 

管渠 40km 

マンホールポンプ 16 箇所 

コミュニティプラント

整備事業 

処理場 4 箇所 

管路施設 

管渠 24 ㎞ 

マンホールポンプ 16 箇所 

 

 

◼ 処理場 

各処理場の供用開始年月と処理方式等は次のとおりです（図表 2.6）。 
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【図表 2.6 終末処理場の概要（令和 3年 3月末現在）】 

事業 

区分 
施設名 処理区 供用開始 処理方式 処理能力 

特
定
環
境
保
全 

公
共
下
水
道
事
業 

粟賀南部浄化セン

ター 

貝野・しんこうタウ

ン・寺野・柏尾・加

納・東柏尾 

平成 10 年 

1 月 1 日 

オキシデーション

ディッチ法10 
1,100.0 ㎥/日 

大山浄化センター 
吉冨・杉・大山・猪

篠・中村の一部 

平成 12 年 

3 月 1 日 

オキシデーション

ディッチ法 
1,200.0 ㎥/日 

大河内浄化センタ

ー 

新野・野村・比延・

寺前・鍛治・大河・

上岩・高朝田・宮野 

平成 10 年 

4 月 2 日 

オキシデーション

ディッチ法 
1,520.0 ㎥/日 

農
業
集
落
排
水
事
業 

神崎第 1 処理施設 中村・粟賀町 
平成 5 年 

10 月 1 日 
回分式活性汚泥法
11 

778.0 ㎥/日 

（最大） 

福本処理施設 福本 
平成 8 年 

10 月 1 日 
回分式活性汚泥法 

478.0 ㎥/日 

（平均） 

南小田処理施設 
(令和３年４月に大河内

浄化センターに統合) 

南小田 
平成 6 年 

7 月 1 日 
回分式活性汚泥法 

151.2 ㎥/日 

（平均） 

川上処理施設 川上 
平成 3 年 

８月２日 
接触ばっ気法12 

129.6 ㎥/日 

（平均） 

本村処理施設 本村 
平成 5 年 

4 月 1 日 
回分式活性汚泥法 

102.6 ㎥/日 

（平均） 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
プ
ラ
ン
ト 

整
備
事
業 

神崎コミュニティ

ー・プラント 
根宇野・山田 

平成 9 年 

5 月 6 日 
長時間ばっ気法13 

558.0 ㎥/日 

（最大） 

上小田処理施設 上小田 
平成 6 年 

7 月 1 日 

オキシデーション

ディッチ法 

245.9 ㎥/日 

（平均） 

栗処理施設 栗 
平成 8 年 

7 月 1 日 
長時間ばっ気法 

124.7 ㎥/日 

（平均） 

大川原処理施設 大川原 
平成 2 年 

11 月 1 日 
接触ばっ気法 

29.1 ㎥/日 

（平均） 

 
10 最初沈殿池を設けず、機械式エアレーション装置を有する水深の浅い無終端水路を反応タンクとし

て、低負荷条件で活性汚泥処理を行い、最終沈殿池で固液分離を行う一連の処理方式。 

11 同じ反応タンク内で活性汚泥（微生物）による下水の浄化、汚泥の沈殿、処理水の流出を行う方式

で、一つの反応タンク(回分槽と呼ばれる)に反応タンクと最終沈澱池の機能を持たせるものとなってい

る。 

12 水槽内に各種の接触材を浸漬し、その表面に微生物を増殖させ、ばっ気により十分な酵素を供給する

と同時に、槽内を撹拌して流入汚水を積極的に生物膜と接触させて浄化を図る方法。 

13 活性汚泥法の一つの処理方式であり、反応タンク内で下水と活性汚泥と呼ばれる微生物の混合液を長

時間対流させて、微生物の増殖する条件を変化させることにより、余剰汚泥をできるだけ少なくさせる処

理方法。 
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処理場のうち建物躯体の標準的な耐用年数は鉄筋コンクリート造であれば 50 年とされてお

り、現時点では老朽化には至っていません。しかし、建物内に設置されている大小様々な電気

設備や機械設備などの耐用年数は、15 年～20 年程度と比較的短いため、日常的な保守管理を

確実に行うとともに、適切な時期に更新することが必要です。 

 

◼ 管路施設 

管路施設のうち管渠の標準的な耐用年数は一般的に 50 年とされていますが、整備後 30 年を

経過した頃から破損による道路陥没等のリスクが高くなります。 

本町の下水道の供用開始は、特定環境保全公共下水道が平成 9 年度、農業集落排水が平成 3

年度、コミュニティプラントが平成 2 年度であり、管渠の耐用年数である 50 年は経過してお

らず、深刻な老朽化には至っていません。しかし、布設後 30 年ほどが経過した管渠もあるこ

とから、破損等のリスクは徐々に高まっています。 

管渠について、施工年度別・管種別延長を次に示します（図表 2.7）。 

 

【図表 2.7 管種別・布設年度別管渠延長（令和 3年 3月末現在）】 

 

上記のほか、マンホールの中には数十か所にマンホールポンプが設置されています。これら

は機械装置ですので耐用年数は管渠よりも短く、定期的な点検や修繕または更新が必要となり

ます。  
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２-２-３ 使用料 

本町の下水道使用料は次のとおりです。 

◼ 町水道のみを使用されている場合 

1 か月当たり 

基本料金 3,000 円 

使用料（1 立方メートルにつき） 50 円 

【計算例】 ※ 1 円未満の端数は切り捨てる 

・1 ヶ月に 5 立方メートルの町水道を使用した場合 

（5 立方メートル × 50 円 ＋ 3,000 円） ＋消費税相当額 ＝ 3,575 円 

・1 ヶ月に 25 立方メートルの町水道を使用した場合 

（25 立方メートル × 50円 ＋ 3,000 円） ＋ 消費税相当額 ＝ 4,675 円 

 

◼ 町水道と井戸水等を併用されている場合 

1 か月当たり 

基本料金 3,000 円 

使用料（1 立方メートルにつき） 

50 円 

※ 水道水の使用水量に 1 人あたり 2 立方メート

ルを加算した水量を生活排水の量とみなす。 

【計算例】 ※ 1 円未満の端数は切り捨てる 

・町水道が 1 ヶ月に 20 立方メートルで 2 人家族の場合(※2 人×2 立方メートル=4

立方メートルなので合計使用量は 24 立方メートルとします。) 

（24 立方メートル × 50円 ＋ 3,000 円） ＋ 消費税相当額 ＝ 4,620 円 

・町水道が 1 ヶ月 20 立方メートルで 4 人家族の場合(※4 人×2 立方メートル=8

立方メートルなので合計使用量は 28 立方メートルとします。) 

（28 立方メートル × 50円 ＋ 3,000 円） ＋ 消費税相当額＝ 4,840 円 
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◼ 井戸水等のみを使用されている（町水道を使用していない）場合 

1 か月当たり 

基本料金 3,100 円 

人数割料金 300 円／人 

【計算例】 ※ 1 円未満の端数は切り捨てる 

・1 世帯 3 人家族の場合 

(3,100 円 ＋ 3 人 × 300円) ＋ 消費税相当額 ＝ 4,400 円 

・1 世帯 5 人家族の場合 

(3,100 円 ＋ 5 人 × 300円) ＋消費税相当額 ＝ 5,060 円 

 

◼ 製氷業、その他の営業 

1 か月当たり 

基本料金 3,000 円 

使用料（1 立方メートルにつき） 

50 円 

※ 使用者の申告に基づいて生活排水量を町長が

認定する。 

【計算例】 ※ 1 円未満の端数は切り捨てる 

・認定水量が 150 立方メートルの場合 

（150 立方メートル × 50 円 ＋ 3,000 円） ＋消費税相当額 ＝ 11,550 円 

 

令和 2 年 4 月 1 日に下水道使用料を改定し、それまでの人数割料金から、原則として下水道

に流した使用水量によって算定した使用料となりました。 

～参考～  改定前使用料 

1 か月当たり 

基本料金 3,450 円（内税） 

人数割料金 345 円／人（内税） 
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本町の下水道使用料は、公費負担分を除く汚水処理に要する費用を使用料収入で賄うという

経費負担の原則に沿って定めることを基本としています。徴収した使用料は、終末処理場や、

管渠の保守点検・修繕などの維持管理費及び企業債利息や減価償却費などの資本費に充ててい

ます。 

 

～参考～  条例上の使用料と実質的な使用料（税込み） 

 特定環境保全 

公共下水道事業 

農業集落排水事業 コミュニティ 

プラント整備事業 

条例上の使用料14 

令 和 ２ 年 度 4,400 円 4,400 円 4,400 円 

令 和 元 年 度 4,485 円 4,485 円 4,485 円 

平成 30 年度 4,485 円 4,485 円 4,485 円 

実質的な使用料15 

令 和 ２ 年 度 4,167 円 3,866 円 4,221 円 

令 和 元 年 度 3,501 円 3,049 円 2,350 円 

平成 30 年度 3,541 円 2,968 円 2,919 円 

 

 

２-２-４ 組織 

本町の下水道事業に関する業務は、上下水道課が担っています。令和 4 年 1 月 1 日現在、11

名の職員が上下水道課に所属し業務に邁進しています。上下水道課では、下水道事業に関し

て、下水道使用料・開始及び休止・名義変更・用途変更・下水処理施設の維持管理・合併処理

浄化槽・河川水質管理・下水道台帳・下水道事業経理、出納・災害復旧などを主要事務として

所掌しており、上下水道課職員 11 名のうち 5 名が主に下水道事業を担当しています。 

  

 
14 一般家庭における 20 ㎥当たりの使用料。戸割、人頭割等の使用料を設定している団体は世帯員数を 3

人とした場合の使用料。 

15 料金収入の合計を有収水量の合計で除し、20 ㎥を乗じたもの（業務用を含む）をいう。 
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 令和４年１月１日時点の神河町上下水道課組織表は次のとおりです(図表 2.8)。 

 

【図表 2.8 上下水道課職員組織表（令和４年１月１日現在）】 

役職 年齢 職務分掌 

課長 56 総括 

副課長 53 

下水道事業決算統計、予算執行、決算書作成、地方公営企業

会計制度対応、上・下水道料金収納整理、上下水道事業財政

健全化計画策定、上・下水道料金賦課、料金システム管理、

会計システム管理、固定資産台帳システム管理、検針業務 

課長補佐 51 
上・下水道料金収納整理、滞納収納整理、下水道起債借入及

び管理業務 

係長 47 

工務・総務、工事設計、施工管理、下水道統合及び長寿命化

事業、施設更新計画、補助負担金関係、合併浄化槽保守管理

委託、合併浄化槽管理委託、合併浄化槽設置補助交付 

係長 46 
工務・総務、工事設計、施工管理、道路・河川占用事務、下

水道事業調査物 

主事 33 

上水道事業決算統計、予算執行、決算書作成、工事設計、施

工管理、水道事業調査物、補助負担金関係、水道統計調査、

上水道起債借入及び管理業務、棚卸資産管理 

主事 23 
工事設計、施工管理、道路・河川占用事務、補助負担金関係、

文書管理、給水台帳管理 

工技員 60 下水道施設管理、施設故障修繕対応、車両管理、漏水調査 

工技員 55 上水道施設管理、施設故障修繕対応、水質検査 

再任用職員 62 上水道施設管理、施設故障修繕対応、漏水調査 

会計年度 

任用職員 
48 上・下水道料金賦課及び収納整理 

合計人数 11 名      
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２-３ 民間活力の活用等 

◼ 民間活用の状況〔民間委託（包括的民間委託16を含む）、指定管理者制度17、PPP18・

PFI19〕 

施設管理や機械保守点検、汚泥処分などは民間委託の方法により実施しています。委託業務

については、業務の効率性・有効性、費用対効果などを総合的に勘案し、委託によることが適

当と判断したものについて行っております。 

 

◼ 資産活用の状況〔エネルギー利用（下水熱・下水汚泥・発電等）、土地・施設等利用（未

利用土地・施設の活用等）〕 

 エネルギー利用、土地・施設等利用ともに該当事項はありません。 

 

 

２-４ 経営戦略の事後検証 

本町では平成 29 年 1 月に計画期間を平成 29 年度～平成 38 年度とする「神河町下水道事業

経営戦略」（以下、旧経営戦略という）を策定しました。PDCA サイクルの一環として旧経営

戦略における計画と実績の比較をすることにより、事後検証を行います。 

  

 
16 平成 13 年 4 月に国土交通省が発表した『性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライ

ン』に基づいた委託。同ガイドラインでは、性能発注の考え方に基づく民間委託を「包括的民間委託」と

称している。基本的には、施設の管理運営を主体とした業務に適用する業務委託手法のこと。 

17 地方自治法第 244 条の 2 に基づく「公の施設」の管理委託制度のこと。議会の指定を受けた者が指定

管理者として「公の施設」の管理を行うもので、指定管理者が利用者に対する法律（地方自治法）上のサ

ービス提供者となる。 

18 Public Private Partnership（パブリック・プライベート・パートナーシップ）の略。民間の資金やノ

ウハウを活用する点は PFI と同様だが、PPP は民間が事業の計画段階から参加するなど、より幅広い範囲

を民間に任せるもの。 

19 Private Finance Initiative（プライベート・ファイナンス・イニシアチブ）の略。民間（Private）の資

金（Finance）や経営ノウハウ・技術能力等を活用し、民間主導（Initiative）で公共施設等の建設及び運

営を行う方式のこと。 
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◼ 収益的収支 

旧経営戦略における人口予測よりも実績値は若干上振れしたため、使用料収入は計画値より

毎年度２～５％多く獲得できました。(図表 2.9) 

【図表 2.9 使用料収入の計画実績比較】 

 

使用料収入は計画値より多く獲得できましたが、その他の収益が計画値よりも少なかったた

め、収益的収入全体としては計画値よりも若干下振れしました。一方、収益的支出は経費節減

により計画値よりも概ね２～４％下回りましたので、当期純利益は計画値を上回る結果となり

ました。(図表 2.10) 

【図表 2.10 当期純利益の計画実績比較】 
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◼ 資本的収支 

本町では平成 27 年度以降十数年間にわたって、下水道施設の長寿命化事業および統廃合事

業の実施を計画実行しています。このうち平成 29 年度から令和 3 年度までの期間では、南小

田処理区と上小田処理区の大河内処理区への統廃合事業と、大河内浄化センター、粟賀南部浄

化センターおよび大山浄化センターの長寿命化事業を実施しました。事業計画は工事実施予定

区域の状況や工事の進捗等に応じて随時見直しをしながら実行していますので、計画と実績の

乖離が大きくなっており、旧経営戦略では 5 年間の建設改良費総額を約 8 億 5 千万円見込んで

いましたが、実際には総額で約 9 億 5 千万円を支出しました（ただし、令和 3 年度は見込

額）。 

【図表 2.11 建設改良費の計画実績比較】 

事業費の財源として、2 分の１を国庫補助金、残り 2 分の 1 は企業債を見込んでいました

が、概ね計画通りとなりました。 

 

 

２-５ 経営比較分析表等を活用した現状分析 

経営比較分析表を巻末に示します。 

資料 1-1  経営比較分析表（令和 2 年度決算） 特定環境保全公共下水道事業 

資料 1-2  経営比較分析表（令和 2 年度決算） 農業集落排水事業 
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※ 経営比較分析表は「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について（公

営企業三課室長通知）」により策定が求められているものですが、コミュニティプラ

ント整備事業については対象事業となっていないため別紙添付していません。コミュ

ニティプラント整備事業の経営指標は、図表 2.12 を参照してください。 

 

◼ 特定環境保全公共下水道事業 

経常収支比率は過去 5 年間 100%を超えているものの、基準外繰入が多く、一般会計からの繰

出金に依存した経営となっています。令和 2 年 4 月に使用料改定を実施したこともあり、使用

料単価（＝使用料収入／年間有収水量）は令和元年度までは 160 円前後であったのに対し、令和

2 年度には 189 円まで上昇しました。しかし、令和 2 年度は、大山浄化センターの受変電設備等

の除却費を計上したことなどにより汚水処理原価が上昇し、使用料単価を上回ったため、経費回

収率は 100%を下回る結果となりました。 

 累積欠損金比率については、直近年度では当期純利益を確保できているため、徐々に下がって

いますが、依然として高い水準にあります。 

 当該事業の流動比率は過去 5 年間 100%を下回っており、事業単体で見ると短期的な支払能力

に問題があるように見えますが、下水道事業会計全体としては令和 2 年度末で 105％となって

おり、事業間での資金融通をしながら資金繰りを行っているところです。 

 企業債残高対事業規模比率は、類似団体と同水準であり、償還が順調に進んでいるため減少傾

向にあります。 

 施設利用率は類似団体平均を若干上回っていますが、人口減少とともに処理水量が年々減少

しているため、施設利用率も徐々に低下していく傾向にあります。 

 水洗化率は過去 5 年間 98%前後で推移しており、非常に高い水準となっています。 

 固定資産の老朽化の状況については、供用開始から 24 年が経過したところであり、管渠や処

理場建物は現在のところ問題ありませんが、マンホールポンプなど機械装置は修繕が多くなっ

ている状況です。 

 

◼ 農業集落排水事業 

経常収支比率は過去 5 年間 100%を超えています。基準外繰入は特定環境保全公共下水道事業

より少ないものの、内部留保資金が少なく、資金が不足する場合には一般会計からの繰出金に頼

らざるを得ない経営状況となっています。令和 2 年 4 月に使用料改定を実施したこともあり、

使用料単価（＝使用料収入／年間有収水量）は令和元年度までは 140 円ほどであったのに対し、
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令和 2 年度には 176 円まで上昇しました。これに対し、汚水処理原価は年度ごとに増減がある

ものの、直近年度では概ね使用料単価が汚水処理原価を上回る傾向にあり、経費回収率は 100%

を超える結果となっています。 

 累積欠損金比率については、直近年度では当期純利益を確保できているため、徐々に下がって

いますが、依然として高い水準にあります。 

 当該事業の流動比率は過去 5 年間 100%を下回っており、かつ、減少傾向にありますが、下水

道事業間での資金融通をしながら資金繰りを行っているところです。 

 企業債残高対事業規模比率は、類似団体より低い水準であり、償還が順調に進んでいるため減

少傾向にあります。 

 施設利用率は類似団体平均を若干上回っていますが、人口減少とともに処理水量が年々減少

しているため、施設利用率も徐々に低下していく傾向にあります。 

 水洗化率は過去 5 年間 99%を超えており、非常に高い水準で推移しています。 

 固定資産の老朽化の状況については、供用開始から 30 年が経過したところであり、管渠や処

理場建物は現在のところ問題ありませんが、マンホールポンプ、処理場内の電気設備や機械装置

は修繕が多くなっている状況です。 

 

◼ コミュニティプラント整備事業 

 コミュニティプラント整備事業の各指標は図表 2.12 のとおりです。 

経常収支比率は過去 5 年間の推移をみると、概ね 100%を超えていますが、基準外繰入が多く、

一般会計からの繰出金に依存した経営となっています。令和 2 年 4 月に使用料改定を実施した

こともあり、使用料単価（＝使用料収入／年間有収水量）は令和元年度までは 150 円未満であっ

たのに対し、令和 2 年度には 192 円まで上昇しました。しかし、汚水処理原価は使用料単価を

上回っているため、経費回収率は上向いてはいるものの 40%に止まり、使用料改定後も汚水処

理に係る経費を使用料で賄えていない状態が継続しています。 

 当該事業の流動比率は過去 5 年間 100%を大きく上回っており、短期的な支払能力に関しては

問題ありません。 

 毎年度、企業債残高を上回る営業収益を獲得しており、企業債残高対事業規模比率は十分に低

い水準となっています。 

 施設利用率は、処理水量が年々増加しているため、徐々に上昇しています。 

 水洗化率は過去 5 年間 99%を超えており、非常に高い水準となっています。 

 固定資産の状況については、供用開始から 26 年が経過したところであり、老朽化が徐々に進

んでいる状況です。  
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【図表 2.12 経営比較分析表（コミュニティプラント整備事業）】 

〔単年度損益〕 〔累積損益〕 

〔短期的支払能力〕 〔債務残高〕 

〔料金水準の適切性〕 〔単位当たりのコスト〕 
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〔施設利用の効率性〕 〔使用料対象の捕捉〕 

〔施設の老朽化度〕 〔管渠の老朽化度〕 

〔管渠の更新状況〕 
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～参考～  経営指標の概要 

指標 算出式 指標の意味・考え方 

経常収支比率(％) 経常収益÷経常費用×100 

当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益

で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す

指標。単年度の収支が黒字であることを示す100％以上となってい

ることが必要。 

累積欠損金比率（％） 
当年度未処理欠損金÷（営業

収益-受託工事収益）×100 

営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年

度からの繰越利益剰余金等でも補塡することができず、複数年度に

わたって累積した欠損金のこと）の状況を表す指標。累積欠損金が

発生していないことを示す0％であることが求められる。 

流動比率(％) 流動資産÷流動負債×100 

短期的な債務に対する支払能力を表す指標。１年以内に支払うべき

債務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す100％以

上であることが必要。 

企業債残高対事業規模

比率(％) 

（企業債現在高合計 - 一般

会計負担額）÷（営業収益-受

託工事収益-雨水処理負担

金）×100 

料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表

す指標。 

経費回収率（％） 
下水道使用料÷汚水処理費

（公費負担分を除く）×100 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表し

た指標。使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を

示す100％以上であることが必要。 

汚水処理原価(円) 
汚水処理費（公費負担分を除

く）÷年間有収水量 

有収水量1㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・

汚水維持管理費の両方を含むため汚水処理に係るコストを表した

指標。 

施設利用率(％) 
晴天時一日平均処理水量÷

晴天時現在処理能力×100 

施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水

量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標。一般

的には高い数値であることが望まれる。 

水洗化率(％) 
現在水洗便所設置済人口÷

現在処理区域内人口×100 

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理し

ている人口の割合を表した指標。公共用水域の水質保全や、使用料

収入の増加等の観点から100％となっていることが望ましい。 

有形固定資産減価償却

率(％) 

有形固定資産減価償却累計

額÷有形固定資産のうち償

却対象資産の帳簿原価×100 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでい

るかを表す指標で、資産の老朽化度合を示している。数値が高いほ

ど、法定耐用年数に近い資産が多いことを示している。 

管渠老朽化率(％) 法定耐用年数を経過した管

渠延長÷下水道布設延長

×100 

法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老

朽化度合を示している。数値が高い場合には法定耐用年数を経過

した管渠を多く保有していることを示している。 

管渠改善率(％) 改善（更新・改良・修繕）管

渠延長÷下水道布設延長

×100 

当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新

ペースや状況を把握できる。数値が１％の場合、すべての管渠を

更新するのに100年かかる更新ペースであることが把握できる。 
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第３章 将来の事業環境 

３-１ 本町の将来人口と処理区域内人口の予測 

本町では、平成 27（2015）年度に人口の現状及び今後の将来展望を明らかにするものとし

て、「神河町人口ビジョン」(第１期)を策定しました。その後見直しを行い、令和 2 年 3 月に

「第 2 期 神河町人口ビジョン」を策定し、令和 42（2060）年までの将来人口の展望を掲げて

います。 

 

◼ 過去の人口推移 

本町の人口は、昭和 25（1950）年の 17,839 人をピークに減少しており、平成 27（2015）

年には 11,452 人となっています。年齢区分別人口をみると、年少人口、生産年齢人口は減少傾

向にある一方で老年人口は増加傾向にあり、平成 7（1995）年以降は、老年人口が年少人口を

逆転し、少子高齢化が顕著となっています。 

 

【図表 3.1 人口の推移】 

〔出典 ： 第 2 期 神河町人口ビジョン P2〕 
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◼ 将来の人口推計 

「第 2 期 神河町人口ビジョン」では、将来人口を次の 4 つのパターンで推計しました。 

項  目  概    要  備    考 

パターン 1  国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将

来推計人口（平成 30 年(2018)年推計）」に基づ

く 

 生存率等の仮定値は、2050

年以降 2045 年値で一定と

仮定 

パターン 2  パターン 1 における合計特殊出生率が 2060 年に

2.00 になるよう段階的に増加する 

 合計特殊出生率以外の仮定

値はパターン 1 と同じ 

パターン 3  パターン 2 における移動率が 2025 年以降各年齢

で均衡する（移動率が 0 となる） 

 生存率、0～4 歳性比はパ

ターン 1 と同じ 

パターン 4  パターン 2 における移動率が 2025 年以降 20 歳

代以上で均衡する（移動率が 0 となる） 

 生存率、0～19 歳性比はパ

ターン 1 と同じ 

 

 各推計パターンによる人口推計結果は次のグラフの通りです。 

【図表 3.2 人口推計結果】 

 

〔出典 ： 第 2 期 神河町人口ビジョン P23〕  
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本町の人口目標はパターン 4 の推計数値に基づき、令和 42（2060）年度に 5,463 人を目指し

ています。 

「神河町人口ビジョン」は、本町における長期的な政策の基礎とすべきビジョンではありま

すが、収支計画を策定するにあたっては、保守的な考えのもとで将来予測を行うことが必要で

あることに鑑み、本経営戦略では人口目標のパターン 4 ではなく、最も保守的なパターン 1 の

人口推計を用いることとします（図表 3.3）。 

 

【図表 3.3 本経営戦略における将来人口(行政区域内人口)の予測】 
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◼ 処理区域内人口の予測 

本町の下水道の人口普及率は令和 3 年 3 月末時点で 90.9%と高く、下水道整備は概ね完了し

ています。そのため、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及びコミュニティプラ

ント整備事業を合わせた普及率は今後、ほとんど変化が無いことが想定されます。よって、処

理区域内人口は次のとおり予測します。 

 

処理区域内人口 ＝ 行政区域内人口 × 下水道人口普及率 

     下水道人口普及率 … 特環   54.8%で一定 

                農集   25.0%で一定 

                コミプラ 11.1%で一定 

 

処理区域内人口は、行政区域内人口の減少に伴って減少していくことが予測されます。 

 

【図表 3.4 処理区域内人口の予測】 

※上のグラフは統廃合事業に伴う各事業間の人口変動を加味していません。 
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３-２ 有収水量の予測と使用料収入の見通し 

◼ 有収水量の予測 

有収水量は次のとおり予測します。 

有取水量 ＝ 処理区域内人口 × 水洗化率 × 一人当たりの使用水量(年間) 

     水洗化率 … 特環 令和 13 年度（計画期間終了時）までに 99.0% 

            農集 令和 13 年度（同上）までに 99.5% 

            コミプラ 令和 13 年度（同上）までに 100.0% 

     一人当たりの使用水量(年間) … 令和 2 年度の実績値で一定 

 

 なお、水洗化率については、町の上位計画である長期総合計画の基本目標 3『美しく安全なま

ちを築く』を達成するための、下水道にかかる取り組みとして掲げられている目標指標（2023 年

度の下水道水洗化率 99.0%）を踏まえて設定しています。 

 水洗化率の上昇はあるものの、処理区域内人口減少の影響が強く、有収水量は減少していくこ

とが予測されます。 

 

【図表 3.5 有収水量の予測】 

※上のグラフは統廃合事業に伴う各事業間の人口変動を加味していません。  
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◼ 使用料収入の見通し 

使用料収入の見通しは次のとおり算定します。 

使用料収入 ＝ 有収水量 × 使用料単価 

     使用料単価 … 令和 2 年度の実績値で一定 

 

 本町では令和 2 年 4 月に使用料の改定を行いました。今後も適時に見直しを実施していきま

すが、本経営戦略の策定時点では、今後の具体的な見直しスケジュールや使用料改定率等が決

まっていませんので、使用料単価を一定として使用料収入の予測を行っています。このため、

使用料収入は有収水量の減少に伴って減少していく見通しです。 

 

【図表 3.6 使用料収入(税抜)の見通し】 

※上のグラフは統廃合事業に伴う各事業間の人口変動を加味していません。 
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３-３ 施設の見通し 

 本町では下水道事業の効率的で持続可能な事業運営実施のために、平成 27 年度以降十数年

間にわたって、下水道施設の長寿命化事業および統廃合事業の実施を計画し、実行していま

す。統廃合事業により、12 処理区 12 処理施設から 7 処理区 7 処理施設で汚水処理を行うこと

となります。 

 計画の概要は次の図のとおりです。 

 

【図表 3.7 長寿命化および統廃合事業の概要】 
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３-４ 組織の見通し 

現在、主に 5 名の職員が下水道業務にあたっています。現時点で職員の増員や削減の予定は

なく、当面は現行の体制・職員数で引き続き効率的に業務を推進します。 

下水道事業の業務は、専門性が必要であることから、将来にわたって安定的に維持していく

ためには、次世代の人材育成が課題となっています。少人数で業務を行っているため、長期間

業務に従事することで一人ひとりの専門性が向上していますが、職員の世代交代に伴い知識や

技術の継承も考えていかなければなりません。今後、知識や技術の継承を進めるとともに、人

材育成に取り組みます。また、業務の効率性と正確性、費用対効果を勘案のうえ、一部の業務

を外部委託することも検討していきます。 

 

 

第４章 経営の基本方針 

４-１ 基本理念 

 「第 2 次神河町長期総合計画」に掲げられた、まちづくりの基本目標のひとつである『美し

く安全なまちを築く』に沿って、生活排水を適正に処理し、清潔な生活環境の確保をする下水

道を目指します。 

 

４-２ 取り組み方針 

 下水道水洗化率の向上 

未接続家庭などの下水道接続工事を促進し、水洗化率の向上に努めます。 

 

 施設の統廃合と設備機器の長寿命化 

施設の統廃合や、老朽化の進む処理場設備機器等の長寿命化を実施し、下水道の効率的で

持続可能な事業運営を実現します。 
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第５章 投資・財政計画（収支計画） 

５-１ 投資・財政計画（収支計画） 

投資・財政計画（収支計画）を巻末に示します。 

資料 2  投資・財政計画（収支計画） 

      1／2 … 収益的収支 

      2／2 … 資本的収支 

 

◼ 収益的収支 

令和 10 年度までは経常収益は経常費用を上回って黒字となるものの、令和 11 年度以降は赤

字の見込みです（図表 5.1）。経常収益の内訳は、使用料収入、他会計補助金、長期前受金戻入

20、その他です（図表 5.2）。経常費用の内訳は、職員給与費、経費（動力費、委託料、修繕費

等）、減価償却費、企業債利息です（図表 5.3）。経常収益のうち他会計補助金は、基準外繰入

を見込んでいません（図表 5.4）。経費負担区分を前提とした独立採算制を基本とする公営企業

においては、使用料収入と基準内繰入で経常的な費用を賄っていくことが必要と考えますので、

今後も逐次経営の見直しを行い黒字化に向けた方策を検討していきます。 

【図表 5.1 経常収支比率および当期純利益の推移】 

  

 
20 減価償却を⾏うべき固定資産の取得⼜は改良に充てるための補助⾦等の交付を受けた場合に、地⽅公
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期前受⾦」）として整理した額を、当該固定資産 の減価償却に対応して収益化したものをいう。 
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【図表 5.2 経常収益の内訳】 

 

【図表 5.3 経常費用の内訳】 

 

【図表 5.4 他会計補助金の内訳】 
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◼ 資本的収支 

資本的支出は統廃合・長寿命化事業に係る建設改良費と企業債償還金を見込んでいます。資本

的収入は建設改良費に対する財源として主に企業債および国庫補助金、企業債償還のための財

源として主に出資金および資本費平準化債21を見込んでいます。資本的収入額が資本的支出額に

不足する額については、損益勘定留保資金22で補てんできる見込みです(図表 5.5、5.6)。 

【図表 5.5 資本的収入および資本的支出】 

 

【図表 5.6 補填財源】 

  

 
21 企業債の元金償還期間と実際の下水処理施設の減価償却期間が異なっており、減価償却期間の方が長

いことから、当該年度の企業債元金償還金相当額と減価償却費相当額との差額について、発行が認められ

る地方債。 
22 減価償却費等の収益的収支における現金支出を必要としないものを費用計上することによって留保さ

れる資金のこと。ただし、補填財源として使用できる額は、これらの費用の合計額から長期前受金戻入や

家損金見込額を控除した額となる。 
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５-２ 投資・財政計画（収支計画）策定にあたっての説明 

◼ 収支計画のうち投資についての説明 

目 標 
施設統廃合事業および、老朽化の進む処理場設備機器等についての長寿

命化事業を着実に実施します。 

 投資・財政計画（収支計画）において、本経営戦略の計画期間中に見込んでいる投資は次のと

おりです（図表 5.7）。周辺環境の変化状況や進捗状況を十分に勘案し、見直しと改善を行いな

がら、着実に事業を実施していきます。 

【図表 5.7 建設改良費の内訳】 

 

◼ 収支計画のうち財源についての説明  

目 標 

今後も持続的に下水道サービスの提供を継続していくためには、財源

を確保し、安定した財政基盤を形成する必要があります。本町におけ

る下水道事業の財源目標を次のとおり定めます。 

項 目 成 果 目 標 

使用料の見直し 最低限 5 年に一度の見直しを実施します。 

一般会計繰入金 
計画期間を通じて、総務省が繰出基準とし

て示す基準額を超えないようにします。 

企業債残高 
計画期間を通じて前年度の残高を超えない

よう新規起債を抑制します。 
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・ 使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項 

使用料については、経営状況や将来の見通しを総合的に勘案し、適時に見直しの検討を

行いますが、本収支計画では、現行の使用料を維持することを前提としています。 

詳細は「第 3 章 3-2 有収水量の予測と使用料収入の見通し」をご参照ください。 

 

・ 企業債に関する事項 

建設改良費の財源の一部として、企業債を発行します。また、既存の企業債の元金償

還期間と下水処理施設の減価償却期間とが異なることによる補填財源不足を補うため、

資本費平準化債を有効活用します。 

【図表 5.8 企業債の推移】 

 

・ 繰入金に関する事項 

総務省「地方公営企業繰出金について（通知）」が示す繰出基準内の繰入金を計上しま

す。 

 

・ 国庫等補助金に関する事項 

補助対象事業費に対し、現時点で見込める補助率を乗じて算出しています。 
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◼ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明  

・ 職員給与費に関する事項 

1 人当たりの職員給与費に職員数を乗じて算出しました。1 人当たりの職員給与費は令

和 2 年度の決算額を基準とし、平成 28 年度～令和 2 年度の人事院給与勧告の平均を基に

年 0.44％ずつの上昇を見込んでいます。 

 

・ 動力費に関する事項 

1 ㎥あたりの動力費に予測汚水処理量を乗じて算出しました。1 ㎥あたりの動力費は、

令和 2 年度の実績値を基準とし、物価上昇率を加味しています。物価上昇率は平成 28 年

度～令和 2 年度の消費者物価指数の平均を基に年 0.34％ずつの上昇を見込んでいます(以

下、物価上昇率について他の項目も同様)。 

 

・ 光熱水費、通信運搬費、修繕費、委託料及びその他営業費用に関する事項 

過去 5 年間（平成 28 年度～令和 2 年度）の実績値の平均額を基準とし、物価上昇率を

加味しています。 

 

・ 減価償却費及び長期前受金戻入に関する事項 

令和 2 年度までに取得した固定資産の減価償却費及び長期前受金戻入については、固定

資産システムにより算出した額を計上しています。令和 3 年度以降に取得予定の固定資産

については、次の耐用年数により計算した額を計上しています。 

統廃合事業 … 50 年 、長寿命化事業 … 16 年 、備品 … 5 年 

 

・ 企業債償還金及び支払利息に関する事項 

令和 2 年度までに発行した企業債の償還額及び利息については、各企業債の償還条件に

応じた額を計上しています。令和 3 年度以降に発行予定の企業債については、次の償還条

件により計算した額を計上しています。 

建設改良企業債(統廃合事業に係るもの) … 30 年(据置 5 年)、元利均等、年利 0.5% 

建設改良企業債(長寿命化事業に係るもの) … 16 年(据置 3 年)、元利均等、年利 0.2％ 
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資本費平準化債 … 20 年(据置 3 年)、元利均等、年利 0.627％ 

５-３ 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取り組みや今後検討予定

の取り組みの概要 

◼ 今後の投資についての検討状況等  

◼ 今後の財源についての検討状況  

 特定環境保全 

公共下水道事業 

農集集落排水事業 コミュニティ・プラント 

整備事業 

広域化・共同化・最適

化に関する事項 

現時点で事業の広域

化・共同化等の予定は

ありません。 

県単位での広域的取組

や周辺の状況を踏ま

え、他の自治体の事例

も参照しながら、町民

にとってよりよい下水

道事業のかたちを総合

的に検討します。 

「第 3 章 3-3 施設の見通し」に記載したとお

り、施設の統廃合を計画し、実行しています。 

投資の平準化に関す

る事項 

既存の施設や設備については、長寿命化を図りつつ、健全度と重要度を

鑑みながら老朽化の状況に応じて更新を検討し、投資の平準化に努めて

いきます。 

民間活力の活用に関

する事項(PPP/PFI な

ど) 

現時点で PPP/PFI などの導入は検討しておりません。今後、近隣自治体

の状況や先行事例などを参考に民間活力の活用によるメリットやデメリ

ット、本町に適用可能な手法等の検討を行っていきます。 

その他の取組み 特記事項はありません。 

 特定環境保全 

公共下水道事業 

農集集落排水事業 コミュニティ・プラント 

整備事業 

使用料の見直しに関す

る事項 

本経営戦略においては、現行の料金体系が継続する前提で「投資・財

政計画（収支計画）」を策定しましたが、5 年ごとの経営戦略の検証・

見直しを実施する中で、使用料の見直しの必要性についても併せて検

討します。 

資産活用による収入増

加の取組みについて 

活用できる資産等は保有していません。 
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◼ 投資以外の経費についての検討状況  

  

 特定環境保全 

公共下水道事業 

農集集落排水事業 コミュニティ・プラント 

整備事業 

その他の取組み 特記事項はありません。 

 特定環境保全 

公共下水道事業 

農集集落排水事業 コミュニティ・プラント 

整備事業 

民間活力の活用に関する

事項(包括的民間委託等の

民間委託、指定管理者制度、

PPP/PFIなど) 

一部業務の民間委託は実施しているものの、現時点で、包括的民

間委託や PPP/PFI などの民間活用手法の導入予定はありません。

コストの削減可能性や事業の安定性、危機管理体制の確保等を総

合的に勘案し、最も適切な事業の実施手法を検討します。 

職員給与費に関する事項 特記事項はありません。 

動力費に関する事項 有収水量の減少による稼働状況の変化と、統廃合事業による施設

統合により動力費は減少傾向となることが見込まれます。 

薬品費に関する事項 該当事項はありません。 

修繕費に関する事項 施設設備の長寿命化事業により、今後の修繕費減少が期待されま

す。また、既存施設の定期的保守点検を実施し、重大な故障等を

未然に防ぐことにより、修繕費の低減に努めます。 

委託費に関する事項 統廃合事業に伴い、現在実施している委託業務の精査を行いま

す。その際には、民間委託を行うことによる経済性と業務の効率

性、及び技術継承の面などを考慮して、業務委託の範囲を検討し

ていきます。 

その他の取組み 特記事項はありません。 
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５-４ 経費回収率の向上に向けた取り組み 

５-４-１ 経費回収率の見通し 

令和 2 年度決算における経費回収率は、特定環境保全公共下水道事業は 75.9%、農業集落排水

事業は 124.8%、コミュニティプラント整備事業は 40.3%、下水道事業全体では 77.0%と、

100%を下回っています。今後 10 年間も 100％未満で推移する見通しとなっており、経費回収

率の向上に向けた取り組みが必要です。 

【図表 5.9 経費回収率の見込み(下水道事業全体)】 

 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

経費回収率(%) 89.8 88.5 86.6 84.5 84.1 84.2 83.3 82.0 79.0 77.7 

 使用料収入(百万円) 171 168 163 159 156 154 151 148 146 143 

汚水処理費 ※ 

(百万円) 

191 190 

 

188 188 186 183 181 181 184 185 

※公費負担分を除く 

 

５-４-２ 経費回収率向上に向けたロードマップ 

国土交通省から発出された、令和 2 年 7 月 22 日付事務連絡に基づき、経費回収率の向上に

向けたロードマップを示します。 
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【図表 5.10 経費回収率向上に向けたロードマップ】 

 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

経営戦略計画期間           

経営戦略の見直し     ◎     ◎ 

使 用 料 の 

見 直 し 

具体的取組 
5 年に一度、使用料の見直しを行い、必要と認められた場合は料金改定を実施す

る。 

実 施 時 期   

 ◎ 

 
  

 

 

◎ 

 
 

接 続 率 の 

向 上 

具体的取組 
下水道に対する理解を深めることを目的として、未接続世帯に対して個別に啓発活

動を行う。 

実 施 時 期    
 

 
 

 

  
 

 
 

経費削減へ

の取り組み 

具体的取組 

統廃合事業により一定の経費削減が見込まれるが、さらに、効果的で効率性が向上

すると見込まれる場合は民間委託や共同発注するなど、経費削減の可否を検討した

うえで予算執行を行う。また、職員は常に経費削減の意識を持って日々の職務を遂

行する。 

実 施 時 期    
 

 
 

 

  
 

 
 

投資計画の

随時見直し 

具体的取組 
一度作成した計画に固執せず、状況変化に適応したより良い設備投資が実行できる

よう、投資計画の随時見直しを行う。 

実 施 時 期    
 

 
 

 

  
 

 
 

 

５-４-３ 業績目標 

経費回収率向上に向けた取り組みの業績目標として、計画期間終了時（令和 13 年度）まで

に経費回収率 100%の達成を目指します。 

  

見直し検討 改定 

  

見直し検討 改定 

随時 

 

随時 

 

随時 
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第６章 経営戦略の事後検証・改定等に関する事項 

本経営戦略の計画期間は令和 4 年度から令和 13 年度までの 10 年間です。この間、PDCA サ

イクルの考え方を活用し、進捗状況の管理（モニタリング）と見直し・改善（ローリング）を

行います。 

 

【図表   PDCAサイクルのイメージ

■毎年度の進捗管理（モニタリング） 

✓ 投資・財政計画（収支計画）の実績値の確

認及び計画値との乖離状況の確認 

✓ 計画と実績の乖離については検証・対応策

を検討したうえで予算に反映 

✓ 経営比較分析表を活用した各経営指標の

分析（経営比較分析表は県ホームページに

おいて公表） 

■5年ごとの検証・見直し（ローリング） 

✓ 当初計画と実績の乖離について原課によ

る検証、経営責任職によるレビューを実施 

✓ 将来見通しの再評価 

✓ 上記を踏まえ、経営戦略を改定 

✓ 改定を行った際には議会へ報告するとと

もにホームページ掲載等の方法により住

民に公表 
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巻末資料 

 

資料 1-1  経営比較分析表（令和２年度決算） 特定環境保全公共下水道事業 

 

資料 1-2  経営比較分析表（令和２年度決算） 農業集落排水事業 

 

資料 2  投資・財政計画（収支計画） 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

経営比較分析表（令和2年度決算）
兵庫県　神河町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

202.23 54.96 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 非設置 11,115

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 43.77 54.82 92.16 4,400 6,029 4.49 1,342.76

　管渠では、管路は特に問題はないが、マンホール
ポンプ及び中継ポンプの機械装置の修繕が多くなっ
ている。
　３ヶ所ある処理場の長寿命化工事がすべて完了
し、今後農集３ヶ所、コミプラ２ヶ所を施統合する
予定で、農集１ヶ所とコミプラ1ヶ所の管路接続工
事に着手した。

2. 老朽化の状況

全体総括

　当町の下水道事業は、合併浄化槽エリアを含め
て、全町で生活排水処理施設が整備されており、集
合処理区での生活排水処理率は ９８．７％と高い
数字で、住民の皆様に快適な生活環境を提供してい
る。
　令和２年４月１日から下水道使用料を人頭制から
従量制へと移行した。水道料金とともに県内でも高
額なので値上げは難しい状況である。
　下水道事業を将来にわたり継続するためには、経
営の健全化・安定化が必要であり、経営戦略に基づ
き健全な運営に向けてコスト意識の高揚、経費の削
減、未収金の収納、水洗化率のアップに努めてい
く。また、３０年後を見据えて近隣市町との広域
化、共同化の検討を進めている。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率は１００％を超えてはいるが、人口
減に伴う使用料の減と地域創生の取り組みによる新
規加入金免除による収入減があり、一般会計からの
繰出金に依存した運営になっている。
　累積欠損金比率は、毎年純利益を出しても約１０
億円の欠損金を一気に解消することができず、営業
収益の減に伴って悪化している。内部留保資金の運
用に留意しながら引き続き累積欠損金の解消に向け
て経営健全化に努めていく。
　経費回収率の低下と汚水処理原価の上昇について
は、処理場の長寿命化工事の完了に伴う資産減耗費
の計上が影響している。

2. 老朽化の状況について
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平均値 0.00 0.00 0.01 8.62 0.01

①経常収支比率(％)

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 931.23 878.65 818.95 819.72 811.28

平均値 110.77 109.51 112.88 94.97 63.96

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 34.15 40.55 69.24 69.46 67.88

平均値 46.78 47.44 49.18 47.72 44.24

1,000.00

1,050.00

1,100.00

1,150.00

1,200.00

1,250.00

1,300.00

1,350.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 1,209.50 1,154.45 1,103.68 1,112.87 1,134.79

平均値 1,298.91 1,243.71 1,194.15 1,206.79 1,258.43

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 118.59 126.12 120.54 99.23 75.89

平均値 69.87 74.30 72.26 71.84 73.36

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 131.72 126.17 136.01 162.12 249.60

平均値 234.96 221.81 230.02 228.47 224.88

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 56.43 55.36 53.69 53.69 48.07

平均値 42.90 43.36 42.56 42.47 42.40

75.00

80.00

85.00

90.00

95.00

100.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 97.81 98.23 98.24 98.20 98.44

平均値 83.50 83.06 83.32 83.75 84.19

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.83】 【61.55】 【45.34】 【1,260.21】

【84.75】【42.90】【215.41】【75.29】

【23.60】 【0.01】 【0.30】
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神河町下水道事業会計
（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画
（収支計画）

資料２

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度
10,997 10,742 10,487 10,232 9,977 9,724 9,557 9,390 9,223 9,056 8,890 8,731

968,371 946,134 924,094 904,406 879,893 858,050 843,454 831,325 814,457 799,860 785,642 773,654
（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 179,900 175,778 171,692 168,044 163,499 159,449 156,743 154,495 151,369 148,662 146,028 143,805
(1) 179,562 175,440 171,354 167,706 163,161 159,111 156,405 154,157 151,031 148,324 145,690 143,467
(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(4) 338 338 338 338 338 338 338 338 338 338 338 338

２． 490,722 449,648 414,134 381,805 373,748 360,871 352,456 352,799 352,042 317,270 313,831 310,211
(1) 338,087 311,284 285,511 255,976 248,046 236,124 228,136 226,920 224,858 190,274 187,205 184,793

338,087 311,284 285,511 255,976 248,046 236,124 228,136 226,920 224,858 190,274 187,205 184,793
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 151,913 137,762 128,021 125,227 125,100 122,747 122,320 123,879 125,184 124,996 124,626 123,418
(3) 722 602 602 602 602 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(C) 670,622 625,426 585,826 549,849 537,247 520,320 509,199 507,294 503,411 465,932 459,859 454,016
１． 519,655 495,716 476,790 468,944 468,200 460,946 455,132 458,771 459,947 461,538 463,956 461,870
(1) 32,466 32,608 32,750 32,892 33,037 33,182 33,327 33,475 33,623 33,771 33,919 34,067

16,953 17,028 17,103 17,178 17,253 17,328 17,403 17,481 17,559 17,637 17,715 17,793
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

15,513 15,580 15,647 15,714 15,784 15,854 15,924 15,994 16,064 16,134 16,204 16,274
(2) 124,461 121,133 120,907 118,731 118,447 118,228 113,568 112,997 112,903 112,864 112,835 112,861

23,489 23,025 22,489 22,006 21,409 20,876 20,521 20,226 19,816 19,461 19,113 18,820
19,027 18,110 18,172 18,234 18,297 18,360 18,423 18,486 18,549 18,612 18,676 18,740
69,964 71,308 71,551 71,795 72,040 72,286 72,532 72,778 73,026 73,274 73,524 73,774

0 △ 1,010 △ 1,010 △ 2,129 △ 2,129 △ 2,129 △ 4,489 △ 4,800 △ 4,800 △ 4,800 △ 4,800 △ 4,800
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

11,981 10,410 10,415 10,420 10,425 10,430 10,435 10,440 10,445 10,450 10,455 10,460
0 △ 710 △ 710 △ 1,595 △ 1,595 △ 1,595 △ 3,854 △ 4,133 △ 4,133 △ 4,133 △ 4,133 △ 4,133

(3) 322,080 341,975 323,133 317,321 316,716 309,536 308,237 312,299 313,421 314,903 317,202 314,942
(4) 40,648 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(5) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 81,278 72,499 60,608 50,512 41,966 34,725 29,735 23,418 19,559 16,442 14,062 12,688
(1) 80,139 72,499 60,608 50,512 41,966 34,725 29,735 23,418 19,559 16,442 14,062 12,688
(2) 1,139 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 600,933 568,215 537,398 519,456 510,166 495,671 484,867 482,189 479,506 477,980 478,018 474,558
(E) 69,689 57,211 48,428 30,393 27,081 24,649 24,332 25,105 23,905 △ 12,048 △ 18,159 △ 20,542
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

69,689 57,211 48,428 30,393 27,081 24,649 24,332 25,105 23,905 △ 12,048 △ 18,159 △ 20,542
(I) △ 996,279 △ 939,068 △ 890,640 △ 860,247 △ 833,166 △ 808,517 △ 784,185 △ 759,080 △ 735,175 △ 747,223 △ 765,382 △ 785,924
(J) 614,031 625,491 633,131 614,006 578,238 533,462 487,887 439,213 382,296 256,011 210,112 158,959

18,930 18,803 18,366 17,978 17,494 17,060 16,772 16,531 16,198 15,910 15,629 15,391
(K) 583,100 585,098 585,245 552,905 549,367 508,337 441,236 402,240 406,586 468,009 533,369 601,939

495,372 497,355 497,487 465,132 461,579 420,534 353,418 314,406 294,835 211,469 213,250 214,608
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

84,287 84,287 84,287 84,287 84,287 84,287 84,287 84,287 84,287 84,287 84,287 84,287
( I )

(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 179,900 175,778 171,692 168,044 163,499 159,449 156,743 154,495 151,369 148,662 146,028 143,805

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 179,900 175,778 171,692 168,044 163,499 159,449 156,743 154,495 151,369 148,662 146,028 143,805

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
雨 水 処 理 負 担 金
受 託 事 業 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益

流 域 下 水 道 負 担 金
そ の 他

減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
そ の 他

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

統 合 削 減 額 （ 委 託 料 以 外 ）

統 合 削 減 額 （ 委 託 料 ）

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

特 別 損 失

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

534

特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

503 524 547512 510 507 500 491 486519累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 554

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

将 来 行 政 区 域 内 人 口 ( 人 ）
有 収 水 量 （ ㎥ ）

年 度

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

流 動 資 産
う ち 未 収 金

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

経 費
動 力 費
修 繕 費
委 託 料

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度



神河町下水道事業会計
（法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 347,700 226,900 277,600 293,600 197,200 228,400 269,400 86,800 77,800 59,500 0 0

212,600 217,900 215,700 211,200 172,500 170,700 132,300 62,300 18,300 0 0 0

２． 61,913 50,967 60,279 53,722 47,291 43,873 41,655 38,153 36,318 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 169,388 11,255 55,370 82,000 26,000 58,000 47,000 25,000 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 812 750 3,000 750 750 750 750 750 750 750 750 750

１０． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 579,813 289,872 396,249 430,072 271,241 331,023 358,805 150,703 114,868 60,250 750 750

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 579,813 289,872 396,249 430,072 271,241 331,023 358,805 150,703 114,868 60,250 750 750

１． 332,224 44,478 134,809 174,212 60,589 125,673 194,110 59,500 69,537 69,575 9,613 9,651

8,243 8,709 8,315 8,352 8,389 8,426 8,463 8,500 8,537 8,575 8,613 8,651

２． 491,782 495,373 497,355 497,487 465,132 461,579 420,534 353,418 314,406 294,835 211,469 213,250

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 824,006 539,851 632,164 671,699 525,721 587,252 614,644 412,918 383,943 364,410 221,082 222,901

(E) 244,193 249,979 235,915 241,627 254,480 256,229 255,839 262,215 269,075 304,160 220,332 222,151

１． 230,796 249,979 235,915 241,627 254,480 256,229 255,839 262,215 269,075 304,160 220,332 222,151

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 13,397 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 244,193 249,979 235,915 241,627 254,480 256,229 255,839 262,215 269,075 304,160 220,332 222,151

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 4,557,137 4,288,664 4,068,909 3,865,022 3,597,090 3,363,911 3,212,777 2,946,159 2,709,553 2,474,218 2,262,749 2,049,499

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和2年度 令和3年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

338,087 311,284 285,511 255,976 248,046 236,124 228,136 226,920 224,858 190,274 187,205 184,793

312,022 288,128 285,511 255,976 248,046 236,124 228,136 226,920 224,858 190,274 187,205 184,793

26,065 23,156 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

61,913 50,967 60,279 53,722 47,291 43,873 41,655 38,153 36,318 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

61,913 50,967 60,279 53,722 47,291 43,873 41,655 38,153 36,318 0 0 0

400,000 362,251 345,790 309,698 295,337 279,997 269,791 265,073 261,176 190,274 187,205 184,793

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

工 事 負 担 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 庫 補 助 金

都 道 府 県 補 助 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

令和4年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年月： 令和 4 年 3 月 

発行： 神河町下水道事業 

 〒679-3116 

 兵庫県神崎郡神河町寺前 64 番地（神河町役場本庁舎 1 階） 

 上下水道課 

 TEL  0790-34-0966 

FAX  0790-34-1556 


